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○３番 我妻 昇委員 済みません、時間でした

ね。 

○３番 我妻 昇委員 じゃあ、いいです。市長

も同じ考えだということですので、登録有形文

化財の方が進めるにはいいだろうということで

あります。 

＋ ＋

 じゃあ、もう質問もできませんので、私から

意見を言わせていただきます。市の重要事業要

望書には大分、今までと違って具体的に話が出

ておりまして、20年度、21年度、22年度にこう

するというような方針も出ているということで、

この特別措置法と非常にかかわりが出てきます

ので、ここは私としては21年度がかぎなのかな

と思っております。長井市小学校将来構想検討

委員会、これから設置されて話し合いがあるわ

けですので、そこの意見とその長井市重要事業

要望書の中身と、またこの特別措置法とよく照

らし合わせて、うまく働くように、21年度に実

施計画というんでしょうか、耐震整備計画とい

うものがしっかりと策定されれば、国の方針に

沿って、念願の計画でありました、懸案事項で

ありました長井小学校の第３校舎の耐震化とい

うのも見えてくるということで、市民にとって

非常に明るい話題になりますので、ぜひその辺

はしっかりと取り組んでいただきますようにお

願いを申し上げて質問を終わりたいと思います。 

 それで、第３校舎の耐震化になるわけですが、

今、非常に長井市にとってしゅんな話題が出た

と思っております。これは６月11日、国会で可

決した改正地震防災対策特別措置法ということ

で、これが国で３年の間に公立の小中学校の耐

震化工事あるいは耐震診断について、この３年

間で取り組みなさいというようなことなんだと

思いますが、それについて、何か補助率も３分

の１から３分の２でしたか、上がるというよう

なこともあって、その辺の内容を、長井市にと

って非常にいい通達というんですか、法律だな

と思っておりますので、中身について、管理課

長からお願いいたします。 

○町田義昭委員長 平 進介管理課長。 

○平 進介管理課長 お答え申し上げます。 

 去る６月11日成立いたしました地震防災対策

特別措置法ですが、これについては、中国の四

川大地震等で多くの学校が倒壊したことなどに

よりまして、日本の小中学校施設の耐震化促進

に向けて国庫補助率を引き上げるという内容で

あります。一つには、耐震補強、これまで２分

の１でしたが、これが３分の２に引き上げられ

ます。それから耐震による改築でございます。

これまで３分の１でしたが、２分の１に上がる

ということのようですが、このかさ上げ対象に

ついては、コンクリート強度の問題等やむを得

ない事情により補強で対応を図れないものに限

るということで、若干限定的になっているよう

です。公布日施行されまして、今年度、平成20

年度の予算から適用するという内容になってい

るようでございます。 
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○町田義昭委員長 次に、順位３番、議席番号９

番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 よろしくお願いします。 

 このたび西置賜行政組合に関する質問整理中、

岩手・宮城内陸地震が発生し、多くの犠牲者あ

るいはライフライン、構築物の損害は甚大なも

のがあり、関係者に対して深く心からのお見舞

いを申し上げたいと思います。当地区において

も西山活断層が走っているというようなことか

ら、地震・防災対策についてこれでいいのかと

いう検証する用意もあるのではないかと思うと

○町田義昭委員長 時間が参っておりますので、

整理をしてください。 

 ３番、我妻 昇委員。 
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ころであります。 

 まず、市長にお伺いします。西置賜行政組合

としては、さきの中越地震においても何らかの

支援をなされてきたと記憶しております。この

たびの岩手・宮城内陸地震についてどのような

支援あるいは応援をなされたのかお伺いしたい

と思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 緊急消防援助隊ということで西置賜消防隊が

活動しておりますので、ご報告させていただき

たいと思います。６月14日午前８時43分、ただ

いま委員がお話ありましたように、岩手・宮城

内陸地震が発生したわけでございますが、被害

状況は皆様ご承知のとおりでございますので、

その後の対応について話させていただきます。

今回の地震における政府の初動対応は素早い立

ち上がりを見せたということで、地震後１分後

には警視庁が災害警備本部を立ち上げ、７分後

には首相官邸に災害対策室を設置したと、16分

後に陸上自衛隊ヘリコプターを現地に偵察出動

させたいということでございます。総務省消防

庁においても20分後に緊急消防援助隊の出動準

備に入りまして、72分後から順次、緊急消防援

助隊の隊員を現地に派遣しております。 

 西置賜の緊急消防援助隊につきましても、９

時17分に出動待機指令が入りまして、９時35分

に出動準備を完了いたしました。10時50分に消

防庁長官から消火隊１隊、救急隊１隊の出動命

令を受け、タンク車、救急車等の車両３台、隊

員９名を出動させ、16時40分ごろに宮城県栗原

市スポーツセンターに到着しております。翌６

月15日早朝より、西置賜消防隊を含む山形県隊

14隊73名は栗原市駒の湯温泉旅館の行方不明者

の救出に全力を挙げたということでございます。

西置賜消防隊はひざまで泥水につかりながら建

物周辺の水たまりの排水作業の命令を受け、溝

切り作業に全力を挙げたということであります。

16時ごろに秋田県隊及び東京都隊に作業を引き

継いだところでございます。救急隊に当たって

は、傷病者搬送に備え、臨時ヘリポートで待機

及び引き揚げ隊員の搬送に従事いたしました。

翌６月16日は午前中待機となっておりましたが、

10時50分、山形県隊は解団し、各隊ごと解散に

なったということでございます。６月17日に、

きょうでございますけども、第２次隊の派遣が

検討されましたが、第２次隊は救助隊中心とし

た編成となり、西置賜消防隊は派遣中止になっ

たというところでございます。以上でございま

す。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 ただいま市長からお話し

のように、要請ということであっても積極的に

参加していただいたということでして、感謝申

し上げたいと思います。 

 当組合は緊急時の応援、支援という形で貢献

しておられますが、さらには当地域において救

命救急始め防火、防災、緊急時の態勢づくり、

消防団組織との連携、行政事務事業には適切に

対応され、１市３町市町民の生命、財産を守る

とりでとしての使命を果たしておるというふう

に理解しております。しかし、運営内容につい

て、同僚議員との調査から、当該組合の負担割

合については極めて疑問を感じるものがありま

す。平成９年12月、行政組合臨時議会では髙橋

孝夫議員が、また平成19年３月議会では、市議

会本会議では佐々木謙二議員が一般質問で分担

金の見直しを求めて質問をなされておられます。

明快な部分が見えてこない、議事録を拝見させ

ていただきましたが、このままずるずる引きず

っていることには歯どめをかけなければならな

い、そういう思いから幾つかの質問と要望をさ

せていただきます。 

＋

 まず、市長にお伺いしたい。現在の消防費負

担割合、昭和63年度予算から長井市が46.55、

小国町16.13、白鷹町24.10、飯豊町13.22と現
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在に至っております。資料では62年６月に解散

した旧一部事務組合、いわゆる伝染病組合、老

人ホーム、消防事務組合の分担金負担額の比率

が基礎とされ、正副管理者会で決定し、議会で

議決されたとなっております。約20年の間、見

直しの議論がなされているようですが、負担割

合、額について妥当性を感じている町としては

簡単に応じてくれないのではないか、察しがつ

くところです。しかし、内容を精査し公平性、

整合を分析すれば、何とかしなければと感じて

いただかなければなりません。市長も考えてお

られると思いますが、今日に至っている経緯を

踏まえ、分担金見直しについてどのようにお考

えなのか、お考えを伺いたいと思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

＋ ＋

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 19年の、昨年の３月議会でございますけども、

佐々木謙二議員、現在議長から一般質問で分担

金の見直しについてのご質問いただきました。

その当時は私も分担金の見直しをほかの町に働

きかけるような環境はなかなか難しいんじゃな

いかということで、基本的な考え方でございま

すけども、「消防本部が長井市内にあるという

ことの優位性で現在のところいたし方ない」旨

の答弁をさせていただきましたけども、その後

やはり、その前に髙橋孝夫議員、そして昨年の

佐々木謙二議員のご質問の趣旨のとおり、やは

り余りにも分担金の負担割合は不平等だという

ことからいろいろ環境づくりに努めてまいりま

した。 

 このたび小国町の分署を現在まで使っており

ました分署から横川ダムの事務所払い下げをし

ていただくということで、その金額と同時に改

造費、合わせて3,000万円ぐらいの金額でござ

いますけども、負担割合を話し合う際に、今回、

長井市以外の３町の方からは「過疎債でこれを

対応したい」という申し入れがございました。

これはことしの２月でございますけども、それ

に対して、いろいろ調べてみますと、おいたま

荘では過疎債を認めた経過はあったようですけ

ども、消防についてはすべて分担金ということ

で一括して行政組合で起債をかけ、負担してい

ただいていたということからそれを拒否したわ

けでございますけども、「何とかお願いした

い」という旨の話がありましたので、「それで

は、ぜひこの際、分担金の見直しを検討いただ

けないか」ということでお願いし、20年度にそ

の見直しに応じてくださるというお話がござい

ましたので、ぜひ20年度中に西置賜行政組合の

議会の方とも相談させていただいて、１市３町

納得できるような形で分担金を見直すべきじゃ

ないのかなというふうに思っているところでご

ざいます。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 ただいま市長からお話あ

ったように、髙橋孝夫議員の質問に対して当時

の平恒夫管理者は、昭和60年当時、私も議員と

して参画しておったが、そのときのことをちょ

っと思い出しておるんですが、当時はやはり管

理者同士の決め方として、そういう方法でない

と決まらなかったでないかと、もうしようがな

いなという感じ、それから内谷市長もさきの

佐々木議員の答弁では分担金の割合、維持する

ことで了承された経過がありますので、そのよ

うに理解しております。まあしようがないかな

という形で今まで来ておったのではないかなと、

やはり何かきっかけがなければ前に進めないと

いうのが現実かと思います。分担金割合という

ものは今まで客観的な合意という形で進んでき

たと思われます。この見直しについては解決へ

のハードルは相当高いものがあると思います。

ただ、先ほど市長がおっしゃったように、気持

ちとして伝わっていくものがあるというふうに

理解してよろしいかと思います。20年前の地域

経済事情であれば、長井市は西置賜地域の牽引

役として、多少無理をしても負担に耐えてこら
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れたと思いますが、現在の状況は違います。長

井市は毎年５億円超の予算を負担してきました。

庁舎や本部が長井市にあるから機動力が整って

いる、あるいは施設が充実しているからほかの

町より安全・安心の評価が高いという認識もあ

るようですが、圏域の消防設備、機能性、機動

力や消防力の効率化は着実に整いつつあり、西

置賜圏域住民の要請には、数的評価はできてお

りませんが、相当にこたえていると私は考え、

今回の質問となりました。 

＋

 加えて、先日の新聞報道にもありますように、

広域合併の是非について雲行きが怪しくなって

います。したがって、市町合併論議の渦中であ

りますが、この時期に分担金比率の公平性、整

合性を大いに議論して、主張すべきところは主

張すべきと思います。先ほどお話ございました

が、さらにどのように理解を求めていくか、決

意をお伺いしたいと思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 委員からはそういった励ましをいただきまし

て大変ありがたく思っておりますが、長井市と

類似の消防経費を比較してみますと、本当にこ

れはアバウトでしょうけども、間違いなく数千

万円から１億円ぐらい多く負担してると、一方、

ほかの３町の方はどうかといいますと、いろん

な統計上の数字等々を見ますと、大分類似の町

よりは少なく済んでるんじゃないかなというふ

うな感じがございます。そんなことから、例え

ば今の分担金の割合の算出基礎といいますか、

こういったところを見直しを迫ってまいりたい

と、具体的には、例えば平等割という考え方で

ございますけども、これらについても105名の

消防署の職員がいるうち約22名が本部機能でご

ざいます。ですから、これは事務所といいます

か、その消防団の分掌も含めた全体の事務をし

ているわけでございますので、これらについて

は約２割です、22名ということで。その辺は例

えば平等割でいいんじゃないかとか、あるいは

人口割だけじゃなくて財政需要額割が望ましい

んじゃないかとか、ほかの例を示しながら具体

的に１市３町で協議したいと思いますし、議会

でもそういった議論を望みたいなというふうに

考えております。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 市長の決意も伺いました。 

 若干具体的なことについて、財政課長にお伺

いしたいと思います。長井市は、市長が言うよ

うに財政危機脱出元年と位置づけております。

当局も市民も議会も真剣に健全財政を求めて頑

張っているさなかであり、分担金見直しはぜひ

とも理解を求めたい事柄であります。財政事情

については、長井市のみならずほかの町も似た

り寄ったりなのではないかと推測されますが、

長井市が軽減されることはほかの町へ増額を求

めることになり、分担割合の見直しは大変な作

業であります。その中で、先般、分担比率に関

するいろんなケースシートも収集してみました。

不明瞭な分担割合を見直すには明確な積算根拠

が必要であるとまず申し上げたい。理解が得ら

れやすい説得力のある分担金割合とはどのよう

な算出方法が適当と考えられるか、それによっ

て長井市が軽減される額も示されれば示してい

ただきたいと思います。 

○町田義昭委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 お答えいたします。 

 理解が得られて説得力のある分担金割合の算

出というご質問でございますけれども、先ほど

渋谷委員のおっしゃられるように、現在の消防

費の負担割合は当時の、昭和62年と聞いており

ますけれども、そのときの参加市町の解散した

各事務組合分の分担金の合計をもとに決定され

たというふうに聞いております。このときの長

井市の割合が46.55％ということで現在まで至

っているわけでございますけれども、この負担

割合の基礎である、当時の市町での予算計上額、
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合計額を基礎にして案分ということで、やはり

市民の皆様からも理解が得られる算出方法だと

は言えないのではないかというふうに思われま

す。 

＋ ＋

 現在、県内においても多くの一部事務組合ご

ざいますけれども、そのほとんどがやっぱり客

観的な数値を案分の基礎として、第三者から見

ても理解のできる算出方法をとっております。

その客観的な数値といいますのは、例えば先ほ

ど市長もおっしゃいましたように、人口とか面

積であったり交付税における基準財政需要額、

または標準財政規模あるいは財政力指数など、

さらに施設であれば、その利用頻度などを基礎

数値として、これらを組み合わせて、より公平

感のある算出方法を採用しているようでござい

ます。このようなことから、参加市町すべてが

納得して住民の理解が得られる算出方法は、や

はりこれらを取り入れたやり方が望ましいので

はないかというふうに思われますが、ちなみに

置賜３市５町で構成しております置賜広域行政

事務組合、これにおける算出方法は、人口割、

それと基準財政需要額割、平等割の３つを組み

合わせて負担率を算出しております。この方法

がよいかはまた別としまして、同じ方法で西置

賜行政組合の20年度の消防費分担金の割合を試

算してみますれば長井市の負担率は42.50％と

なるようで、額にしますと4,099万8,000円ほど

の減になるようでございます。しかしこれ、長

井市以外の３町はすべて増額になる結果となっ

ております。以上です。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 それが人口割70％、財政

基準需要額の割合が20％、平等割10％、これを

拝見させていただきまして、この基準財政需要

額というものをちょっと検索させていただいた

ら、ここにも人口割合というのが出てくるんで

す。だから、ちょっと私、素人考えですが、人

口割が70％、さらに基準財政需要額の中にも人

口割というのが出てくる。二重にこの人口割、

カウントされているのではないか。ちょっと疑

問に思ったわけです。そういうことから、財政

課長、少し何かご見解を願いたい。 

○町田義昭委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 委員おっしゃるとおり、基

準財政需要額を出す際には面積、人口等を加味

しております。人口割、人口割ということでダ

ブるのではないかというご指摘はごもっともで

ございますが、例えば標準財政規模、これを案

分の基礎にするというふうなお話もございます。

この標準財政規模と申しますのは地方公共団体

の一般財源の標準的な規模を示す数値でござい

まして、中身が市税収入、それと各種譲与税な

ど、それに普通交付税の額を足した、いわゆる

一般財源の大きさを示す数値でございますが、

これをもしこの案分の基礎数値として使った場

合には、当然長井市は１市３町の案分率よりも

っと下がるかと思いますけれども、町の方が標

準財政規模を使いますと交付税が市より多くと

いいますか、割合で言いますと交付税の割合が

多いもんですから、さらに町の負担が大きくな

ろうかと、これは簡単に予想できますので、も

しこれを使えば容易には話が進まなくなるので

はないかなというふうな気がいたします。以上

です。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 私も一つの方法として標

準財政規模というものをひとつ分母にできない

かなと思った次第です。この数字は起債制限比

率などの財政分析数値を用いる、いわゆる起債

を起こす場合の基礎となる額でございます。こ

の問題でちょっと検討されてはいかがかなと思

った時期もございます。いろいろ積算の根拠と

いうのはあるわけでございますが、ひとつ試算

については先ほどのケースシート以外にも幾つ

か考えられるわけですが、また分母についても

あるわけですが、負担割合ということも大事な
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ことであって、あるいはある町では人口割だけ

でやったらいいんでないかという意見もあった

ようでございます。そういう乱暴なことは我々

はちょっと要求すべきでないと思います。ぜひ

財政課長中心にひとつ検討していただきたいと

思います。市民の皆さんはこういった負担割合

なんていうことは関係なく、火事や災害が発生

すれば迅速に最小限の被害にとどめてもらえば

いいと思っておられると思います。私たちはこ

のことに注意して健全な自治体を構築していか

なければならない義務があります。まあまあと

いうことではいけないと思っております。この

負担金割合の見直しについては、議会でも深く

関心がありまして、見守っていきたい事柄であ

ります。 

＋

 一方、長井市では行財政改革推進本部を設置

し、市内有識者による会議を開き、これからの

長井市行政、財政の方向づけをるる検討されて

いるものと思います。今般、西置賜行政組合分

担金について質問させていただきましたが、置

賜広域行政事務組合、置賜病院などの広域行政

のことについても有識者に問題点を提起し、議

論していただき、市政に反映されたいものと思

いますが、どのような状況でしょうか、市長か

らお伺いしたいと思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 現在、新合併特例法内で合併すべきという議

論をいろいろこの西置賜でも話し合いがされて

るわけでございますけども、もしこれが合併で

きないということになりますと、当然それぞれ

の今の自治体の枠組みで自立を模索しなければ

ならない、そういったときにいつまでもこうい

った不平等な分担金を放置していていいのかと

いうところを、それは損得抜きでお互い、例え

ば行政に携わる者同士、あるいは議会同士で、

これはぜひ意思疎通を図りながら１市３町、西

置賜の住民の皆様が納得するような形でぜひこ

の分担金の割合を見直ししなきゃならないと、

そんなことから、これはぜひいろんな形でオー

プンにして、市民の皆様にも、あるいはほかの

３町の住民の皆様からもご判断いただきたいと、

そのように思っております。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 ちょっと私の質問が不明

確だったかもしれませんが、いわゆる議会とか

行政組合の話だけでなくて、一般市民にも中身

はこうなんだよということを理解してもらうた

めにもいろんな有識者会議、行革会議あるいは

集中改革プランの会議とかいろいろあるんです

が、その中でもこの件についていろいろ議論し

ていただきたいというのが私の、いわゆる市民

底辺の方もこの行革に参加してもらうというこ

とからこういうことも議論していただきたいな

というのが私の提言でございます。 

 加えて、西置賜行政組合では消防のほかに老

人ホームの事務事業も行っております。老人ホ

ームについてですが、福祉ということで設立当

時、老人ホームは行政が取り組まなければなら

ない社会的な施設、背景だったと思いますが、

現在の高齢者・障害者福祉対策では政策的に課

題は残るものの民間事業者、福祉法人といった

ところの努力は目覚ましく、サービスの対応と

いう面で民間事業者あるいは福祉法人でも十分

入居者あるいは家族の需要者ニーズにこたえら

れるまでにレベルは向上していると思います。

ちなみに私の母親や福祉施設にお世話になった

ことがあります。そのような中で、今の施設管

理というものは充実しているというふうに理解

しているものであります。したがって、老人ホ

ームについては行革の一環として行政組合から

離れての公設のままでの業務を民間に委託する

方法、あるいは権限も含めて移譲するというこ

とによって行政が抱える負担を軽減する方策を

検討されてはいかがでしょうかと思いまして、

市長の見解を伺いたいと思います。 

―１４７― 



 

＋

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

＋ ＋

 おいたま荘の現在の長井市の負担金のことか

らまず最初にお話しさせていただきますが、建

設費につきましては長井市が70％負担するとい

う約束のもとでやってるようでございます。幸

いにも残高が少なくなりまして、年間返済額、

現在は全体が2,924万円、うち長井市が2,047万

円負担してると、残り三、四年で返済が終わる

わけでございますが、24年３月ですね、失礼し

ました。一方、運営費の部分でございますが、

これは先ほどの分担金の割合で、分担比率で負

担しております。総額で8,162万9,000円かかっ

ていると、うち長井市が3,799万9,000円負担し

てるということでございますが、職員が19名、

正職員がおりまして、それ以外にも臨時嘱託職

員等々おりまして、現在30名の職員がいるわけ

でございます。実際のところ、人件費分だけで

も２億円近くかかってるわけですから、そうい

った意味では、措置費という形で国の方から補

助金といいますか助成金をいただいております

のでこの程度で済んでるわけでございます。 

 質問の内容でございますが、現在19名、正職

員でおる職員を解雇するというのはなかなか難

しい、しかも職種変更ということで消防署の職

員になるというのも、これもなかなか難しいと

いうことでありますので、先々の計画につきま

してはやはりきちっとした方針を定めて、しか

るべき時期にやはり民間委託とか指定管理者制

度とか、そういったことも検討していく段階に

来てるんではないかなというふうに思っており

ます。そんなことから、これからもこちらのお

いたま荘については必ずしも直営でなくてもよ

ろしいんじゃないかというふうな考えもありま

すので、検討してまいりたいと思います。 

○町田義昭委員長 ９番、渋谷佐輔委員。 

○９番 渋谷佐輔委員 入所者の状況あるいはお

いたま荘の中身についてちょっとお聞きしまし

たところ、以前にもこのような民間委託という

か外部にゆだねるという話もあったようですが、

「検討しましょう」ということで終わったそう

でございます。入所者には西置賜管内ばかりで

なく米沢、あるいは広く広域的に対応されてい

るようでございます。支援措置については民間

経営も直営も違いは微々たるものだと、微々た

るものだという表現は語弊がございますが、対

応できているというふうに伺っております。し

からば民間の活力を導入するというのも一つの

進化ではないかと私は思いまして、ぜひ検討し

ていただきたいと思います。 

 最後に、市民生活の中で最も信頼しているの

は裁判所や税務署だけではなく消防と警察では

ないかと思います。信頼にこたえる組織の充実

と行政組合関係者の努力、とりわけ西置賜行政

組合における長井市の分担金割合については透

明性、合理性の高い見直しに向けての特段のご

尽力をご期待申し上げ、質問を終わります。あ

りがとうございました。 

○町田義昭委員長 以上で通告による総括質疑は

終わりました。 

 これより各会計補正予算案の細部審査に入り

ます。 

 なお、質疑に当たっては、答弁者並びにペー

ジ数をお示しの上、お願いいたします。 

 

 

 議案第６３号 平成２０年度長井市 

 一般会計補正予算第１号についての 

 質疑 

 

 

○町田義昭委員長 まず、議案第63号 平成20年

度長井市一般会計補正予算第１号の１件につい

て、ご質疑ございませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○町田義昭委員長 質疑もないので、質疑を終結
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